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6.1.8. 参考図（その他の計算結果） 

 図 44～図 71 に最大地表速度，，最大工学的基盤速度，工学的基盤における疑似速度応答

値の計算結果を示す。 

 

  

図 44 最大地表速度 東北地方太平洋沖地震 
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図 45 最大地表速度 宮城県沖地震（連動型） 
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図 46 最大地表速度 スラブ内地震 
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図 47 最大地表速度 長町-利府線断層帯地震 

 

 

 

 

 



 

 

69 

 

 

 

 

 

図 48 最大工学的基盤速度 東北地方太平洋沖地震 
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図 49 最大工学的基盤速度 宮城県沖地震（連動型） 
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図 50 最大工学的基盤速度 スラブ内地震 
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図 51 最大工学的基盤速度 長町-利府線断層帯地震 
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図 52 最大工学的基盤加速度 東北地方太平洋沖地震 
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図 53 最大工学的基盤加速度 宮城県沖地震（連動型） 
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図 54 最大工学的基盤加速度 スラブ内地震 
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図 55 最大工学的基盤加速度 長町-利府線断層帯地震 
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図 56 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 0.1 秒、減衰 5%） 東北地方太平洋沖

地震 
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図 57 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 0.5 秒、減衰 5%） 東北地方太平洋沖

地震 
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図 58 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 1.0 秒、減衰 5%） 東北地方太平洋沖

地震 
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図 59 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 2.0 秒、減衰 5%） 東北地方太平洋沖

地震 
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図 60 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 0.1 秒、減衰 5%） 宮城県沖地震（連

動型） 
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図 61 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 0.5 秒、減衰 5%） 宮城県沖地震（連

動型） 
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図 62 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 1.0 秒、減衰 5%） 宮城県沖地震（連

動型） 
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図 63 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 2.0 秒、減衰 5%） 宮城県沖地震（連

動型） 
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図 64 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 0.1 秒、減衰 5%） スラブ内地震 
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図 65 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 0.5 秒、減衰 5%） スラブ内地震 
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図 66 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 1.0 秒、減衰 5%） スラブ内地震 
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図 67 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 2.0 秒、減衰 5%） スラブ内地震 
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図 68 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 0.1 秒、減衰 5%） 長町-利府線断層帯

地震 

 

 

 

 



 

 

90 

 

 

 

 

 

図 69 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 0.5 秒、減衰 5%） 長町-利府線断層帯

地震 
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図 70 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 1.0 秒、減衰 5%） 長町-利府線断層帯

地震 
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図 71 工学的基盤における擬似速度応答値（周期 2.0 秒、減衰 5%） 長町-利府線断層帯

地震 
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6.2. 液状化計算 

6.2.1. 液状化予測手法 

地盤の液状化予測は，国（内閣府）や自治体の被害想定で広く用いられている FL 値・PL

値により行う。FL 値は地表震度，地盤の N 値，地下水位，平均粒度等から求められる各地

層の液状化に対する抵抗率である。この FL 値を深さ方向に積分した地盤全体の液状化危険

度（PL値：液状化可能性指数）により予測する（図 72）。計算の条件は国（内閣府）の「日

本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定（2021 年（令和 3 年）12 月）」の条件と同様と

し，地下水位は一律 G.L.-1m としている。また，個別の造成や液状化対策は考慮していない。 

液状化の検討対象は，微地形区分に基づくものとし，表 16 に示す区分を対象とした。図 

73 は，対象となる地域を示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 72 液状化予測手法の流れ 
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表 16 計算条件 液状化対象微地形分類 

No. 微地形分類（地盤タイプ） 区分 

1 沿岸地域 液状化検討対象外 

2 山地 液状化検討対象外 

3 丘陵 液状化検討対象外 

4 火山地 液状化検討対象外 

5 火山山麓地 液状化検討対象外 

6 火山性丘陵 液状化検討対象外 

7 岩石台地 液状化検討対象外 

8 砂礫質台地 液状化検討対象外 

9 火山灰台地 液状化検討対象外 

10 谷底低地 液状化検討対象地形 

11 扇状地 液状化検討対象地形 

12 自然堤防 液状化検討対象地形 

13 後背湿地 液状化検討対象地形 

14 旧河道・旧池沼 液状化検討対象地形 

15 三角州・海岸低地 液状化検討対象地形 

16 砂州・砂礫州 液状化検討対象地形 

17 砂丘 液状化検討対象地形 

18 砂丘・砂州間低地 液状化検討対象地形 

19 干拓地 液状化検討対象地形 

20 埋立地 液状化検討対象地形 

21 礫・岩礁 液状化検討対象外 

22 河原 液状化検討対象外 

23 河道 液状化検討対象外 

24 湖沼 液状化検討対象外 
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図 73 液状化対象微地形区分 
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砂質土層の液状化判定手法は「道路橋示方書・同解説（2017 年（平成 29 年）12 月発行）」

によるものを採用した。地震動計算結果より地表から 20m までの地中のせん断応力(𝐿)と液

状化対象層の繰り返し三軸強度比(𝑅 )を求め液状化対象層ごとに液状化に対する抵抗率

(𝐹𝐿 = 𝑅 𝐿⁄ )を求めた。地層全体の液状化可能性指数(𝑃𝐿)を評価する。以下に手順を示す。 

 

① 動的せん断強度比𝑅については，下記の方法で求めた。 

 𝑅 = 𝐶𝑊 ∙ 𝑅𝐿  

 
𝑅𝐿 = {

0.082√𝑁𝑎 1.7⁄

0.082√𝑁𝑎 1.7⁄ + 1.6 × 10−6 ∙ (𝑁𝑎 − 14)4.5
 

(𝑁𝑎 < 14) 

(𝑁𝑎 ≥ 14) 

 𝐶𝑊：地震時特性による補正係数（タイプ I の地震動の場合） 

𝐶𝑊 = 1.0 

 

   

② N 値及び𝐹𝐶の算出については，亀井ほか(2002)の式に従った。 

 𝑁𝑎 = 𝑁1 + ∆𝑁  

 
∆𝑁 = {

0.0
20.769 × log10(𝐹𝑐) − 18
15.27

 
(𝐹𝑐 < 8%) 

(8% ≤ 𝐹𝑐 < 40%) 

(𝐹𝑐 ≥ 40%) 

 ただし， 

𝑁𝑎：粒度の影響を考慮する補正𝑁値 

𝑁1：有効上載圧 100kN/m2相当に換算した𝑁値 

∆𝑁：東京低地における細粒分の影響を補正する𝑁値 

 

   

③ 地震時せん断応力比𝐿については、下記の方法で求めた。  

 𝐿 = 𝛾𝑑 ∙ 𝐾𝑠 ∙ 𝜎𝑉 𝜎𝑉
′⁄  

𝛾𝑑 = 1.0 − 0.015𝑥 

 

 ここに， 

𝛾𝑑：地震時のせん断応力比の深さ方向の低減係数 

𝐾𝑠：液状化に対する設計震度 

𝑥：地表面からの深さ(m) 

𝜎𝑉：地表面からの深さ𝑥における全上載圧(kN/m2) 

𝜎𝑉
′：地表面からの深さ𝑥における有効上載圧(kN/m2) 

 

 𝐾𝑠 = 𝐴𝑚𝑎𝑥 9.8⁄   

 𝐴𝑚𝑎𝑥：地表最大加速度(m/s2) 

9.8：重力加速度(m/s2) 
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地表最大加速度は地表の震度より，童・山崎(1996)による計測震度𝐼と最大加速度

𝑃𝐺𝐴の関係式を用いて求めた。 

 𝑃𝐺𝐴 = 10−0.23+0.51∙𝐼  

 

④ 𝑅及び𝐿から液状化に対する抵抗率を求め，震度の重み係数を考慮して𝐹𝐿を積分し、

液状化指数𝑃𝐿を計算する。 

 𝐹𝐿 = 𝑅 𝐿⁄  

𝑃𝐿 = ∫ (1 − 𝐹𝐿)(10 − 0.5𝑥)𝑑𝑥
20

0

 

 

 ここに， 

𝑃𝐿：液状化指数 

𝐹𝐿：液状化に対する抵抗率 

𝑥：地表面からの深さ(m) 

 

メッシュごとの𝑃𝐿値より，以下の基準を参考に液状化危険度を判定する。 

 

PL 値による液状化判定区分は，表 17 に基づいて行った。閾値の値は，1980 年（昭和 55

年）の岩崎らの原論文と異なる値を使用している。これは、東日本大震災における宮城県内

の液状化被害の実態との対比や，第四次調査・第三次調査の区分等を参考に今回採用した値

の閾値である。 

 

表 17 ここで用いた PL値による液状化判定区分 

危険度

ランク 
かなり低い 低い やや高い 高い 極めて高い 

𝑃𝐿値 𝑃𝐿 = 0 0 < 𝑃𝐿 ≤ 5 5 < 𝑃𝐿 ≤ 10 10 < 𝑃𝐿 ≤ 20 20 < 𝑃𝐿 

詳細調

査の必

要性の

目安 

液状化に関する

詳細な調査は不

要 

特に重要な構造

物に対してより

詳細な調査が望

ましい 

重要な構造物に

対してはより詳

細な調査が望ま

しい 

構造物に対して

はより詳細な調

査が望ましい 

液状化に関する

詳細な調査が望

ましい。 

（20ｍまでの全

深度で、ＦＬ値が

0.8に相当） 
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6.2.2. 計算結果 

 各地震の計算結果を図 74 から図 77 に示す。比較的揺れが局所的である長町‐利府線断

層帯地震を除き北上川・鳴瀬川流域や沿岸部で液状化危険度が高いという結果になった。 

なお，過去に液状化を起こした地点は再液状化の可能性が高いため本計算結果で液状化

の危険度が低い，あるいは，ほとんどない地点であっても注意が必要である。 

 

  

図 74 東北地方太平洋沖地震による液状化危険度 

（メッシュが持つ代表地点における危険度） 

※個別の造成や液状化対策は考慮していない。   
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図 75 宮城県沖地震（連動型）による液状化危険度 

（メッシュが持つ代表地点における危険度） 

※個別の造成や液状化対策は考慮していない。 
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図 76 スラブ内地震による液状化危険度 

（メッシュが持つ代表地点における危険度） 

※個別の造成や液状化対策は考慮していない。 
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図 77 長町‐利府線断層帯地震による液状化危険度 

（メッシュが持つ代表地点における危険度） 

※個別の造成や液状化対策は考慮していない。 

 

  



 

 

102 

7. 津波の予測 

7.1. 概要 

津波の検討は 2022 年（令和 4 年）5 月に公表した最大クラスの津波浸水想定の条件を用

いることを基本とする（表 18）。また，東北地方太平洋沖地震の津波は公表済みの津波浸水

想定を活用することから，本調査では宮城県沖地震（連動型）とスラブ内地震の予測計算を

行う。 

 

7.2. 波源断層パラメータの設定 

波源断層パラメータは地震本部による「波源断層を特性化した津波の予測手法（津波レシ

ピ）」に基づき設定した（表 19，図 78 及び表 20，図 79）。大すべり域は，津波が大きくな

るよう太平洋プレートの浅部側に設定した。 

表 18 計算条件 

項目 計算条件 

解析領域 太平洋～宮城県沿岸 

メッシュ構成 
沖合から 450m 領域：三陸沖，150m 領域：三陸南沖 

      50m 領域：宮城県沿岸，10m 領域：宮城県沿岸 

モデル方程式 
非線形 2 次元モデル 

・運動方程式（流量，流速を計算）・連続方程式（水位を計算） 

数値解法 有限差分法（Leap‐frog 法） 

対象津波 宮城県沖地震（連動型），スラブ内地震 

境界条件 

沖合：自由透過境界 

海岸：450m～10m 領域 移動境界（遡上） 

越流：本間の越流公式 

遡上先端（打切り水深）：1cm 

地形条件 

(地盤変動) 

地震による地盤隆起・沈降：各断層モデルによる 

地盤変動量を反映（陸域の隆起量は考慮しない） 

潮位条件 各領域の朔望平均満潮位 

計算時間 津波の最大波を十分含む時間帯として地震発生後：6 時間 

その他 

地形：復興まちづくり計画を反映する 

防潮堤・河川堤防：津波越流時に「破壊」 

二線堤：「非破壊」 

粗度係数：小谷ら（1998）に従い，復興まちづくり計画 

     による土地利用に応じて設定。 
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表 19 宮城県沖地震（連動型）の波源断層パラメータ 

 

 

 

 

 

 

図 78 宮城県沖地震（連動型）の波源断層モデル，初期水位 
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表 20 スラブ内地震の波源断層パラメータ 

 

 

 

 

 

図 79 スラブ内地震の波源断層モデル，初期水位 
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7.3. 計算結果（最大クラスの津波浸水想定との比較） 

今回計算した 2 つの津波の計算結果を，最大クラスの津波浸水想定と比較する形で整理

した。 

表 21 は沿岸（海岸線から 20m 程度沖合）における津波の高さを整理したものである。

東北地方太平洋沖地震（最大クラスの津波浸水想定）で最大約 22m，宮城県沖地震（連動

型）で最大約 8m，スラブ内地震で最大約 1m が予測される。 

表 22 は代表地点（海岸線から 250～500m 程度沖合）における津波の高さを整理したも

のである。影響開始時間，最大波津波水位ともに，東北地方太平洋沖地震（最大クラスの

津波浸水想定）が最も危険側であると予測された。影響開始時間は，地震発生から初期水

位±20cm の変化が生じるまでの時間と定義している。そのため，影響開始時間の定義とな

る水位を変えた場合，この順序も変わる可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
各用語の定義は最大クラスの津波浸水想定と同じ

（https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/bousai/tsunamikyougikai.html） 

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/bousai/tsunamikyougikai.html
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/bousai/tsunamikyougikai.html
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8. 中間報告における留意点 

 

今回計算した 4 つの地震は，今後被害想定を行い防災対策立案の基礎とするために選定

した「県内の代表的な地震」であり，各地点における想定最大震度等を示しているものでは

ない。4 つの地震以外にも大きな被害をもたらす地震動・津波が発生しうることに注意が必

要であり，決して安心材料にしてはならない。今回の結果を自分ごととして冷静に受け止め，

悲観することなく防災力向上に活用していただきたい。 

 

地震・津波は自然現象であり不確実性を伴うものであること等から，今回推計した結果は

ある程度幅を持っているものである。そのため，実現象は今回の推計結果を超える可能性が

ある。また，本計算では県内を 250m 四方の区画（メッシュ）に分割し，各メッシュはその

メッシュ内の代表的な値で一様と仮定している。そのため，実際はごく近い場所でも地盤の

違いなどで震度等が異なることがある。 

 

以上のことから，各地点・施設の詳細な耐震性，液状化危険度等を確認する場合，個別の

調査・検討などが必要となることがある。 

 

現在の最新の科学的知見に基づく地震の選定・計算であり，今後の新たな知見が得られた

際には本調査の見直しを検討する必要がある。 

 

 

 

できるところから防災力向上を  

 住民の方     家具等転倒・落下防止，備蓄・非常持出品， 

災害発生時の連絡・避難方法の確認 

 企業の方     オフィス用品の転倒・移動防止， 

防災マニュアルや BCP の実効性の確認 

 防災関係機関の方 災害時に拠点となる建物等の築年次・耐震化実施状況の 

確認 

 ※旧耐震基準（1981 年（昭和 56 年）以前）で建築した建物は特に注意が必要。 

               など 
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